
公益社団法⼈⽇本⼭岳・スポーツクライミング協会 
役員選考規程  

（⽬ 的）   
第１条 この規程は、公益社団法⼈⽇本⼭岳・スポーツクライミング協会（以下「本協会」 

という。）の定款第５章第２１条に定める役員の選任に関し必要な事項を定めること 
を⽬的とする。  

  
（役員の資格）   
第２条 本協会の役員は、次の条件を満たさなければならない。   

（１）「⼀般社団法⼈及び⼀般財団法⼈に関する法律」及び「公益社団法⼈及び公益財 
団法⼈の認定等に関する法律」等の関係法令に定める要件を満たしていること 

（２）事業経営全般、法務、会計、財務、スポーツ全般、若しくは登⼭、⼭岳スポー 
ツ⼜はスポーツクライミングの分野において、専⾨的な知識や経験を有している 
こと   

（３）健康であり、業務に⽀障がないこと   
（４）遵法精神に富んでいること   
（５）⼈格⾒識とも優れ、本協会活動に貢献し、かつ本協会発展に寄与し得ること 
（６）本協会の活動に対し、常に実質的に活動しうること   
（７）「暴⼒団員による不当な⾏為の防⽌等に関する法律」第２条第６号に定める暴 

⼒団員（以下、単に「暴⼒団員」という。）及びその他の反社会勢⼒であったこと 
がないこと、⼜は、暴⼒団員でなくなった⽇から５年を経過し現在暴⼒団その他の 
反社会的勢⼒でないこと」   

（８）定時理事会に出席し意⾒を述べること 
 
（役員候補者選考委員会）   
第３条 理事会は、役員の選任を⾏う総会の相当期間前に、本協会の理事候補者及び監事候 

補者の選考のため、役員候補者選考委員会（以下「委員会」という。）を設置する。   
２ 委員会は、総会に諮る役員候補者を選考して、理事会に答申する。   
３ 委員会は、総会での役員選任後直ちに解散する。  

     
（選考委員） 
第４条 委員会は、顧問 1 名、理事 2 名、監事 1 名、加盟団体正会員２名、学識経験者 1 名 

の選考委員（以下「委員」という。）７名により構成する。但し、加盟団体正会員が 
理事及び監事を兼ねる場合の構成員数は理事及び監事として取り扱う。 

２ 委員は、当協会の事業全体を俯瞰し、公平かつ客観的に役員候補者を選考すること 
ができると解される者を、理事会の承認を得て会⻑が委嘱する。 



３ 理事及び監事が委員として選任された後、⾃らが役員（理事及び監事）候補対象者
になった場合は⾃らの選考に関する審議での発⾔及び議決に加わることができない。 

 
（選考委員⻑）    
第５条 委員会には選考委員⻑（以下「委員⻑」という。）を置く。    

２ 委員⻑は委員の互選とする。    
３ 委員⻑は委員会を代表し委員会を招集して、その議⻑となる。ただし、他の委員が 

招集することを妨げない。また、最初の委員会は本協会事務局が招集する。  
４ 委員⻑は、必要があると認めるときは、関係者に出席を求め、意⾒を述べさせ、⼜ 

は説明させることができる。   
５ 委員⻑に事故あるとき⼜はやむを得ない事由により委員⻑が⽋席するときは、出席 

委員が協議の上、議⻑を定める。  
６ この規定に定めるものの他、委員会の運営等に関する必要な事項は、委員⻑が委員 

に諮って定める。    
 
（委員会の定⾜数等）    
第６条 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開催することができない。    

２ 委員会の決議は、出席委員の過半数をもって⾏う。    
３ 委員会への代理出席及び書⾯による委任は、いずれも認めない。 

  
（選考情報の公開等）    
第７条 委員会は選考過程の議事録を作成し、理事会の求めに応じ議事録を提出しなくては 

ならない。   
２ 委員及び委員会に出席した者は、委員会における審議等を通じて知り得た個⼈に係 

る情報を漏らしてはならない。   
  
（役員候補者の推薦）   
第８条 役員候補者となるためには推薦を必要とする。   

  ２ 理事の推薦については以下のとおりとする。   
（１）各加盟団体は役員候補者１名を推薦できる。 
（２）顧問、役員⼜は外部の学識経験者の内２名は役員候補者１名を推薦できる。 
（３）加盟団体規程第４条に記載の各ブロックは、ブロック内の都道府県⼭岳連盟（協会） 

において協議し、各ブロック内の岳連（協会）会⻑連名の推薦状に基づき、原則とし 
て役員候補者１名を推薦できる。 

３ 監事の推薦については以下のとおりとする。  
（１）顧問、役員⼜は外部の学識経験者の内２名による推薦 



（２）委員会による推薦   
 
（選考事務処理）    
第９条 役員候補者の選考に関する事務処理は、本協会事務局がこれを⾏う。    

２ 事務局は、委員会に対して、役員候補者の選考に関して次に掲げる情報を提供する。    
（１）役員及び理事会の有する権限、役員の⽋格事由その他の役員に関する法令及び定款 

の規定の内容    
（２）役員候補者の推薦理由、協会及びその理事、監事及び加盟団体との関係、その他の 

役員候補者に関する情報    
（３） その他役員の選考に関し必要な事項    

３ 前条により選出された被推薦者の⼈員が、定款に定める最低⼈員に不⾜するときは、 
定員に満つるまで、被推薦者を募るものとする。 

  
（役員候補者の選考基準）   
第１０条 委員会は、前条により選出された被推薦者から、定款第２１条 1 項に定める上限 

の員数の範囲内で役員候補者を選考し、役員候補者名簿を作成して、理事会に答申 
する。  

２ 委員会は、スポーツ庁が制定する「スポーツ団体ガバナンスコード」を遵守し、 
原則として、以下の基準により、選考を⾏うように努める。  

（１）理事候補者の選考基準   
① 外部理事の⼈数を理事全体の２５％以上 
② ⼥性理事の⼈数を理事全体の⼈数の４０％以上  
③ アスリート出⾝（ただし、⽇本代表その他それに準ずる活躍をしてきた者。）で 

現役を引退した理事を最低１名以上   
④ 総会で選任される時点の年齢が満７２歳以下であること 
⑤ 再任期間が連続１０年を超えない  
⑥ 理事の所属⼜は出⾝地域に偏りがないこと  

（２）監事候補者の選考基準   
  ① 事業経営全般、法務、会計、財務、の経験等、⼗分な知⾒を有し、経験を有す 
   る者であること 
  ②総会で選任される時点の年齢が満７７歳以下であること 

 
（役員候補者の決定）   
第１１条 理事会は、前条の答申を尊重して、審議を⾏い、役員候補者を決定し、総会に提

案する。  
 



（役員の決定）  
第１２条 総会は、前条で理事会が決定した役員候補者について、定款２２条第１項に基づ

き、審議の上、役員を決定する。  
  
（代表理事の選任）   
第１３条 代表理事は、前条の総会で決定した理事で構成される最初の理事会において、議

決に加わることができる理事の過半数が理事会に出席し、出席した理事の過半数
をもって選任する。  

２ 代表理事に⽴候補する理事が複数ある場合には、前項の理事会において、代表理事 
候補者らの所信表明の後、出席理事の過半数を持って代表理事を選任するものとす 
る。  

３ 前項で代表理事が選任されるまで、前任の代表理事が代表理事の業務執⾏を継続 
する。ただし、前任の代表理事が理事に選任されていない場合には前任の副会⻑が、 
前任の副会⻑が理事に選任されていない場合には前任の専務理事が、前任の専務理 
事が理事に選任されていない場合には事務局⻑が、代表理事が決定するまで代表理 
事の職務を代⾏する。  

 
（業務執⾏理事の選任）  
第１４条 前条で選任された代表理事は、第１２条で選任された理事の中から、定款第２１

条第３項の業務執⾏理事である副会⻑４名以内、専務理事１名及び常務理事１３
名以内を選定し、理事会で決定する。 ただし、業務執⾏理事は理事の半数を超え
てはならない。  

 
（本規程の変更）   
第１５条 本規程は、理事会の議決により変更することができる。   
 
付 則   
この規程は、⼀般社団法⼈及び⼀般財団法⼈に関する法律及び公益社団法⼈及び公益財団
法⼈の認定等に関する法律の施⾏に伴う関係法律の整備等に関する法律第１０６条第１項
に定める公益法⼈の設⽴の登記の⽇（平成２５年４⽉１⽇）から施⾏する。   
平成２７年３⽉８⽇  ⼀部改定  
平成２７年５⽉３１⽇ ⼀部改定      
平成２９年３⽉４⽇  ⼀部改定（平成２９年４⽉１⽇から施⾏する。）     
平成３０年１１⽉４⽇ ⼀部改定 なお、これに伴い、次の規程を廃⽌する。   
会⻑・副会⻑推薦委員会運営細則（平成 27 年 3 ⽉ 8 ⽇施⾏）                



役員候補者推薦委員会運営細則（平成 27 年 4 ⽉ 15 ⽇施⾏）   
令和４年１２⽉８⽇  ⼀部改定 
令和６年１２⽉１２⽇  ⼀部改定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


